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1　はじめに

　近年，今後数十年は不可逆的な生産年齢人

口の減少とそれに伴う人手不足，一部産業に

おいては後継者不足が深刻な問題となってい

る。空前絶後の人手不足の前には，働く意欲

と能力がある人には，どのような属性の人で

あれ，就労を阻害する要因を除去してその能

力を発揮してもらう必要は社会全体として高

まっている。実際に，これまで主流であった

「妻付き男性モデル」
(1)を基本とする雇用管理

において排除されてきた女性，高齢者，家族

の育児・介護を担う人，病気治療との両立を

必要とする人など，多様な（一人の人間が重

複して該当しうる）属性ごとに，仕事以外の

利益との両立（ワーク・ライフ・バランス政

策）を念頭に置いた就労継続やキャリアアッ

プに向けた各種支援策が講じられ，また民間

企業の多くが，これらの人々が高い意欲で就

業しつづけられるような取り組みを自主的に

行っている。

　障害者はどうであろうか。労働者として働

く障害者の人数は10年前に比べても飛躍的

に増加しており(2)，数字だけ見れば，働く女

性や高齢者の人数と同様の傾向である。しか

し，障害者の就労をめぐる政策は，他の属性

における人材確保の流れとはやや異質の，特

殊なものとして受け取られているように見え

る。企業が障害者雇用への取組む動機として

よく挙げられるのは，社会的責任や法令遵守

を果たすこと(3)であって人材確保ではない。

障害者雇用促進法も，雇用における障害者差

別を禁止し，均等な機会の付与をうたう一方

で，事業者が障害者雇用について負う種々の

義務は「社会連帯の理念」に基づくもの（同

法5条）と位置付けている。雇用における差

別禁止と社会連帯の関係は，本稿で扱うには

大きすぎるので別の機会に譲るが，障害者雇

用は，本当に他の属性の者に対する雇用政策

と何が違うのだろうか。本当に異質なのだろ

うか。本稿は，障害者の雇用促進政策とその

他の法が雇用に介入する場面との関係を分析

することを一つの目的とする。そのために，

まず障害者の雇用促進に関する全体の制度を

概観したうえで，障害者雇用促進法の特徴と

課題を整理する。次に，他の雇用政策の特徴

と比較して，問題点を整理する。

　本稿の目的のもう一つは，雇用以外の形で

就労する障害者への保護の可能性を検討する

ことである。働く障害者には，一般企業等で

雇用される者の他，障害者総合支援法に基づ

く就労移行支援事業（同法28条2項2号）や

就労継続支援事業（同3号）での作業など，

いわゆる「福祉的就労」の枠内で働く場合や，

障害者の就労促進の課題
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少数かもしれないが自営業者として就労する

者もいる。職場の法形式や就労形態は多様で

あるが，その実態はさらに多様で，各就労形

態の法的な位置づけと実態が完全には一致し

ない。それにもかかわらず，就労形態や所属

する職場の種類によって，働く障害者に作業

者として保障される法的保護の程度が決まっ

てしまう現実がある。雇用でない働き方は保

護を必要としないのか，障害者の就労の特徴

を踏まえつつ，検討する。

2  これまでの障害者雇用をめぐる法
制度と議論

（1）障害者の雇用促進政策の全体像

　上述のように，障害者の就労には，主とし

て，一般企業等と雇用契約を結んで働く一般

就労と，福祉的就労とがあるが，これら二つ

の働き方は，制度上はある程度行き来するも

のとして想定されていると考えられる。たと

えば，福祉的就労のうち，就労継続支援A

型はかつて一般企業等で就労したが離職した

者も対象として，就労に必要な知識・能力の

向上を図って一般就労を目指すものである。

就労継続支援B型も，就労経験があるが一般

企業に雇用されることが困難となった者が対

象者に含まれている。

　一般就労を目指して行う活動には，特別支

援学校や大学・専門学校等の卒業を控えて在

籍中に行う就職活動と，学校卒業後に行う就

職活動（いったん就職した者が退職し，再度

一般就労を目指す場合を含む）がある。学校

在籍中の就職活動は，障害者でない生徒・学

生と同様に，学校関係者等の支援や職業安定

所の仲介を受けつつ行われる。一般企業等へ

の就職活動であるから，次項で述べる障害者

雇用促進法による差別禁止などの適用を受け

る。ただし，特別支援学校卒業と同時に就職

したり，大学等に進学する者は，現時点では

少数派である。多くは，就労系障害者福祉サー

ビスに移行している(4)。

　学卒後，一般就労を目指す障害者に対し支

援を行う機関としては，①ハローワーク，②

地域障害者職業センター，③障害者就業・生

活支援センター，④障害者職業能力開発校，

⑤就労移行支援事業所，⑥就労継続支援事業

所があり，①②③は障害者雇用促進法に，⑤

⑥はすでに述べたように障害者総合支援法に

基づいて支援を行っている。

　①は求職者たる障害者の相談に応じ，個々

の状況や適性に即した職業紹介と職場適応の

ための助言を行うとともに②③の機関が提供

する適切な支援につなげる役割を担ってい

る。②は障害者手帳の有無を問わず，専門的

な職業リハビリテーションサービスを障害者

に提供し，事業主に対する障害者の雇用管理

に関する相談・援助を行う。個々の状況に合

わせた職業準備支援カリキュラムを作成し，

修了後はハローワークでの職業紹介につなげ

たり，就職した障害者が職場に円滑に適応し

定着するまでを支援するジョブコーチを派遣

するのもこの機関である。③は就業に向けて

の支援に限らず，日常生活を円滑に送るため

に必要な助言なども含めた一体的な支援を行

う。

　⑤は，標準的な利用期間を2年（3年まで

延長可能）とし，施設内での基礎的な能力の

習得訓練を経て，一般企業での実習を行い，

最後に就職活動やトライアル雇用といったプ

ロセスを踏むことで，在宅または一般企業で
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ある。利用者の就職活動の支援の要請は努力

義務にとどまっており，⑤に比べるとやや弱

いが，利用者のための求人開拓に際しては⑤

と同様に①③の機関と連携するよう努めなけ

ればならない。A型とB型の違いは，利用者

が雇用による就労が可能な者かどうかであ

り，制度上はA型のほうが一般就労への移

行指向がやや強く，B型は一般就労が困難な

障害者の就労の場として位置づけられる。し

かし，雇用契約を結ぶ就労継続支援A型事

業の利用者も，一般就労への移行は5％程度

で，B型から一般就労への移行率(6)と大きな

差があるとまでは言い難く，実際にはどちら

も一般企業等で雇用されることが困難な障害

者に就労の場を提供することが主たる役割に

なっている。

の一般就労への移行を図る。福祉的就労に分

類はされるが，訓練機関としての性格が明確

であり，利用者の就職活動の支援は義務であ

る。一般就労移行後も職業生活における相談

等，職場への適応・定着に向けた支援を6か

月以上継続することも求められる（同68条）。

このように，⑤の行う支援は，障害者雇用促

進法に根拠をおく①②③による支援内容と重

複する部分も存在する。また，利用者の実習

先確保や求人開拓にあたっては①③の機関と

も連携するよう努めることが求められ（障害

者総合支援法66条，67条），一般就労への移

行という共通の目的のために連携することが

求められている。これに対して，⑥はA型(5)

とB型に分かれるが，就労機会の提供と，就

労に必要な知識及び能力の向上のために必要

な訓練の二つの機能を備えている点が特徴で

【図】　就労を支援する機関と役割の関係
（国立障害者リハビリテーションセンター「就労支援について知りたい」より）(7)
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適職に就き，職場に定着し自立することを支

援する政策も，法定雇用率の引き上げととも

に徐々に拡大していった。これらは，障害者

雇用政策の方向性は，ただ雇用されさえすれ

ばよいというものではないことを示してはい

るが，全体としては「量」重視，雇用割当制

度と職業リハビリテーションという「福祉的

制度」
(9)が中心で，少なくとも雇用の質への

志向性は弱いものであったと評価されている
(10)。

　障害者雇用政策は，2013年改正により，

雇用機会の確保から差別禁止へとその方向性

の大転換を迎えた。2013年改正後の障害者

雇用促進法によると，事業者は，募集・採用

にあたり，障害者に障害者でない者と均等な

機会を与えなければならず（雇用促進法34

条），募集・採用における機会均等の確保の

支障となっている事情を改善するため，障害

者からの申出により当該障害者の障害の特性

に配慮した必要な措置，すなわち「合理的配

慮」を行う義務がある（同法36条の2）。使

用者による合理的配慮は，採用後にも求めら

れ，労働者の障害の特性に配慮した職務の円

滑な遂行に必要な施設の整備，援助を行う者

の配置その他の必要な措置を講じなければな

らない（同法36条の3）。ただし，合理的配

慮をすることが使用者にとって過重な負担と

なる場合は，この限りではない。また，賃金

決定，教育訓練，福利厚生等の待遇について，

障害者であることを理由に差別的取扱いをし

てはならない（同35条）。

（3）現行の障害者雇用促進法をめぐる議論

　こうして雇用平等の分野へと一歩踏み出し

た障害者雇用法制であるが，その評価はさま

（2）障害者雇用促進法の変遷

　さて，このように多くの機関が連携して，

一般企業での雇用が目指されるわけである

が，一般就労とは，障害者でない者を基準と

して構成された社会で，障害者でない者と共

に働いたり競争したりすることでもあり，障

害者にとっては求人応募から雇用の終了ま

で，様々な困難が待ち受ける。一般就労を目

指す障害者を支えてきたのが，障害者雇用促

進法である。同法の前身である身体障碍者雇

用促進法は，障害者を一定割合以上雇用する

義務を定め，障害者の職場進出を後押しした。

法制定当初は障害者雇用の義務は官公庁に限

られ，民間企業は努力義務に過ぎなかったが，

1976年には民間企業にも法定雇用率（1.5％）

の充足が義務化された。1987年には法律名

から「身体」の文言が消え，「障害者雇用促

進法」としてすべての障害者を対象に適用さ

れるようになり，知的障害者は1998年から，

精神障害者は2018年から雇用率の計算基礎

の対象にもなった(8)。

　民間企業に適用される法定雇用率は，1.6％

（1988年），1.8％（1998年），2.0％（2013年），

2.2％（2018年）へと引き上げられ，さらに

2021年までに2.3％まで引き上げられる予定

である。また，法定雇用率を充足する義務を

負う企業の範囲も，従業員数50人以上から

従業員数45.5人以上に改正されており，より

多くの企業でより多くの障害者が雇用される

ことを指向している。このように，障害者雇

用をめぐる政策は，法制定当初から一貫して

雇用量の増大を重視してきたが，1987年の

職業リハビリテーションの明記，2002年の

職場適応援助者（ジョブコーチ）制度の導入

などにより，障害者がその職業能力を磨き，
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有無が法による保護の有無を左右してしまう

おそれが存在する。障害者手帳を保有しない

労働者については，ハローワークが個別に法

の対象か否かを認定作業を行って職業指導等

へとつなげ，また使用者もその雇用する労働

者が差別禁止や合理的配慮の対象者か否かを

判断する場面が制度上は想定されているもの

の，その基準は明確ではなく，結局は実務上

の判断基準が障害者手帳に偏るおそれがあ

る(14)。

　そして，差別禁止規定の対象者と雇用率制

度上の算定対象者との間にずれがあるために

生じる懸念もある。事業者は，実雇用率が法

定雇用率に達しなければ障害者雇用納付金を

納付しなければならないが，実雇用率の算定

基礎になる「対象障害者」（37条）は，身体

障害者手帳，療育手帳，精神障害者保健福祉

手帳の所持者に限定されている。そのため，

同じ障害者であれば上記の各種手帳所持者を

優先的に雇用するという使用者の行動が発生

しうる。各種手帳の交付は，必ずしも職務遂

行能力と関連しないにもかかわらず，その保

持者であるか否かによって雇用へのアクセス

に差が生じるおそれがある(15)。また次に述べ

るように，現行の障害者雇用促進法では障害

者間の差別は禁止対象ではないため，障害者

間で保護の程度に差があることを是正する手

段もないことになる。

　第二は，禁止される差別の性質と内容であ

る。障害者雇用促進法は，後述する「合理的

配慮」を行えば一般就労が可能である障害者

と障害者でない者と差別することを禁止して

いるが，合理的配慮をしないことが差別にあ

たるという構成ではなく，間接差別も禁止さ

れていない。直接差別のみを禁止した理由と

ざまであり，必ずしも肯定的なものばかりで

はない。以下，先行研究で指摘されているこ

とを，主な論点ごとに整理する。

　第一は，障害者の定義についての評価であ

る。障害者雇用促進法のいう障害者，すなわ

ち障害者差別禁止と合理的配慮の対象であ

り，各種職業指導や就業・定着支援等の対象

となる者とは，「身体障害，知的障害，精神

障害（発達障害を含む。第六号において同じ。）

その他の心身の機能の障害（以下「障害」と

総称する。）があるため，長期にわたり，職

業生活に相当の制限を受け，又は職業生活を

営むことが著しく困難な者」（2条）である。

これは2013年改正以前の定義と比較すると，

発達障害や就業に困難を生じさせる疾患に由

来する障害も同法の適用対象であることが明

確化されている。また，同条の文言上，障害

者手帳の取得の有無等は問われておらず，よ

り多様な障害者を幅広く対象とする方向であ

るといえる。

　しかし，拡大された障害者の範囲にも含ま

れない者が生じうることが指摘されている。

「障害ががあるために」，「長期にわたり」，「職

業生活に相当の制限を受け」ているか，「職

業生活を営むことが著しく困難な」者が障害

者雇用促進法の対象となる。この文言の解釈

として，職業生活への制限が軽微（「相当な

制限」でない）であったり(11)，将来障害を持

つ可能性のある（まだ「障害がある」とはい

えない）者(12)，これから初めて就労しようと

する者や既に働いているが障害を負ったばか

りの（「長期にわた」らない）者(13)は，差別

禁止規定による保護から除外されてしまうお

それがある。

　次に，実務上の問題として，障害者手帳の
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存在する相違のうち差別に該当しないものも

挙げている。その一つが，合理的配慮を提供

した上で労働能力等を適正に評価し，その結

果として障害者でない者と異なる取扱いをす

ることである。たとえば障害のある労働者で，

合理的配慮をしても障害者でない者の職務遂

行の水準まで至らない者が人事評価や賃金額

において低位に置かれることは，許容される。

しかし，使用者の評価が適正であるか，また

処遇の差を正当化するだけの能力や成果の差

が果たして存在しているのか，処遇と職務の

バランスを評価する客観的な基準を設定する

ことは現実的には困難である。そのため，一

定の障害者に不利な帰結をもたらす能力評価

やそれに基づく異別取扱いは許容されること

になる(21)。

　差別禁止指針が挙げる差別に該当しないと

するものには，合理的配慮に係る措置を講じ，

その結果として障害者でない者と異なる取扱

いとなることも挙げられている。障害者への

合理的配慮として業務量や難易度を軽減し，

その結果，賃金などが低くなることがこれに

あたる。こうした事態は，障害者でない者の

応募を排除する採用枠，いわゆる「障害者枠」

での雇用においてしばしば発生する。「障害

者枠」での採用そのものは，差別禁止指針の

中でも採用において障害者であることで不利

に扱うことだけが禁止されていることから

も，障害者を一般求人での採用活動から排除

したりしていなければ「障害者枠」を設定し

ての募集・採用は差別には該当しないと考え

られる(22)。「障害者枠」では，専ら軽易な作

業への従事が予定されていることも多いが，

軽易な作業のみに従事させ続け，その結果賃

金等の処遇を他の労働者より低くとどめ置く

しては，間接差別の内容は法による禁止対象

とするに十分には明確ではないこと，合理的

配慮がなされれば間接差別の問題は解消され

うることなどがあげられているが，合理的配

慮が問題となる事案と間接差別が問題となる

事案とでは労使双方の証明すべき内容が異な

り，合理的配慮がなされれば間接差別が生じ

ないとは限らず，将来的には間接差別の禁止

も導入すべきであるとの指摘がある(16)。また，

障害者とそうでない者との不当な差別を禁止

するものであるため，障害者間の差別(17)は

対象にならない。

　具体的にどのような使用者の行動が法の禁

止する差別に当たるのかは，厚生労働省の「障

害者に対する差別の禁止に関する規定に定め

る事項に関し，事業主が適切に対処するため

の指針」（以下，「差別禁止指針」という）(18)

に13類型にわたって列挙されている。たと

えば，採用段階での差別については，採用条

件として障害者に不利な条件を課すことは差

別に当たる。ただし，募集に際して一定の能

力を有することを条件とすることは，当該条

件が当該企業において業務遂行上特に必要な

ものと認められる場合には，合理的配慮をす

る限りにおいて差別に該当しないとされてい

る。採用時の合理的配慮の義務は求職者たる

障害者からの申出があってはじめて発生する

が，障害者から合理的配慮を求めて交渉する

ことは心情的に困難であり応募を諦めること

も多いと想定されること(19)や，障害者間で

の差別が禁止されないことから，合理的配慮

を要する障害者の採用が進展しないことが懸

念されている(20)。

　また，差別禁止指針は差別に該当する行為

類型とともに，障害者とそうでない者の間に
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の申出がなくとも使用者に合理的配慮義務が

あるものの，「雇用の分野における障害者と

障害者でない者との均等な機会若しくは待遇

の確保又は障害者である労働者の有する能力

の有効な発揮の支障となっている事情を改善

するために事業主が講ずべき措置に関する指

針」（以下，「合理的配慮指針」）においては，

採用後の合理的配慮は「障害者と事業主との

相互理解の中で提供されるべき性質」
(26)であ

るとされていることや「障害の状態や職場の

状況が変化することもあるため，事業主は，

必要に応じて定期的に職場において支障と

なっている事情の有無を確認する」とされて

いること，また「必要な注意を払ってもその

雇用する労働者が障害者であることを知り得

なかった場合には，合理的配慮の提供義務違

反を問われない」とされていることからする

と，障害者からの何らかの意思表示と，使用

者と障害者の間のコミュニケーションが合理

的配慮提供の前提となっている。しかし，障

害者の中には必要とする合理的配慮を自ら説

明することが困難で，合理的配慮を受けるた

めの意思表示にも援助が必要な者も存在す

る(27)。合理的配慮指針においても「就労支援

機関の職員等に当該障害者を補佐することを

求めても差し支えない」旨が明記されている

が，「障害者が希望する措置の内容を具体的

に申し出ることが困難な場合」はなお想定さ

れ，障害者の意思の尊重（36条の4）への配

慮が必要となる。

　合理的配慮の要請は，アメリカにおける宗

教差別禁止を源流として障害差別へと拡大

し(28)，ヨーロッパ諸国などで発達してきた概

念であるとされる。合理的配慮の先行国の多

くは，各人の職務が明確に確定される雇用慣

ことや，試用期間を障害のない労働者より長

く設定すること(23)は，どのように評価され

るのか。雇用された労働者への合理的配慮と

して軽易な作業に限定しているのであれば，

差別でないのだろうか。学説では，個々の障

害者の状況を見ることなく障害者のみを一律

に取り扱い，障害者に不利益が生じることは

許されず，採用後は一般枠採用による処遇へ

の転換制度など差別的な状態を継続させない

対応(24)を求めるべきとする見解や，障害者

の意思に基づいて軽易な作業に従事すること

は差別にはあたらないものの希望者には柔軟

なコース転換を認める制度導入を政策的に推

進することが望ましいとする見解がある(25)。

なお，差別禁止指針の中では，採用後の教育

訓練については，対象から障害者を排除する

こと，障害者に対してのみ不利な条件を付す

こと，基準を満たす労働者の中から障害者で

ない者を優先することの3類型の行動が差別

に該当し，配置，職種変更については，これ

ら3類型に加えて，障害者のみを対象とする

ことも，障害者のみを対象から排除すること

も差別に該当するとされている。

　第三は，合理的配慮をめぐる問題である。

障害者雇用促進法は，障害者基本法と異なり，

障害の定義にあたっては社会的障壁（基本法

2条）への考慮を明確にはしていないが，機

会の均等や，均等待遇の確保，障害者が能力

を有効に発揮することを阻害する要因がある

場合は，施設整備や援助者の配置などの必要

な措置を講じなければならない。これが合理

的配慮である。障害者雇用促進法上，使用者

は，募集・採用段階においては障害者から申

出により，合理的配慮を行う義務を負う。採

用後の段階においては，文言上は労働者から



● 研究ノート

（ 66 ）

約上職種限定がない場合であったのに対し，

合理的配慮指針では，職種限定の有無を問わ

ず別の職務に就かせることなども検討するこ

ととされており，職種限定のある者にも保護

が及ぶ(34)ようになったといえる。一方で，

中途障害でない障害を有する者への合理的配

慮との関係などは明らかでない点もある。

　また，合理的配慮の決定や提供にあたって

は，使用者がどのような配慮が適切であるか

を判断するために，障害の内容を把握する必

要がある。また，周囲の接し方や伝え方の工

夫が合理的配慮として不可欠な場合や障害者

に援助者が伴う場合，職場の同僚などにも障

害者の症状等の情報がある程度開示されるこ

ともあり，プライバシーとの両立が問題とな

る。障害者は使用者以外に開示されないこと

を望むが，障害についての情報を他者に伝え

ずに合理的配慮を行うことが困難な場合，「過

重な負担」となって拒否せざるを得ないとも

考えられており(35)，どのように両立していく

かが課題となる。

（4）若干の検討

　以上のように，障害者雇用促進法の意義と

課題は，すでに多角的・網羅的に検討されて

いる。一つ付け加えるならば，障害の状態や

障害者の意向が変化した時，使用者は何をな

すべきかという問題がある。障害者は常に同

じ症状・同じ能力にとどまっているわけでは

ない。徐々に機能が低下して職務能力が低下

する場合もあれば，就労を通して障害が改善

したり，職務能力が向上する場合もある。（3）

で見た指摘を踏まえると，前者の場合は，そ

の変化に応じた合理的配慮を行って可能な限

り雇用を続け，当該企業で可能な合理的配慮

行を有することが多く，合理的配慮の内容も

明確化しやすい。一方，日本では，特に正社

員の場合，従事すべき職務が限定されず，さ

まざまな職務への配置が予定されていること

も多いために，どの職務について合理的配慮

を行えば義務を充足したことになるのかは，

必ずしもはっきりとせず，先行する国々にお

ける合理的配慮をそのまま参考にすることも

難しく，日本の雇用システムに即した合理的

配慮の概念が必要であると指摘されている(29)。

　この点と関連して，労働判例の中では，合

理的配慮の概念が導入される以前から，傷病

やその後遺症により職務能力に変化が生じた

労働者の解雇や配置をめぐって判例法理(30)

が形成されており，それらとの整合を求める

議論もある(31)。これまでの裁判例では，特に

職務限定のない正社員が採用後に障害を有す

るに至り（中途障害），それまでの職務に従

事する能力を喪失した場合にも，配置転換や

職務軽減などを行うことなく解雇することは

権利濫用にあたると判断された例(32)はあり，

これらは中途障害者に対する合理的配慮の内

容と重なりうる。これらの内容を障害者雇用

促進法における合理的配慮の内容に移し替え

ると，従前の職務に従事できない場合には従

事可能な職務への配置転換などを，合理的配

慮があれば従前の職務に引き続け従事でき，

それが使用者にとって過重な負担にならない

場合は，従前の職務に従事するための配慮を

行う義務が使用者に存在する。判例法理によ

り程度保護されてきたとはいえ，現実には被

用者たる障害者から配慮を要請することは困

難であると考えられることからも，大きな改

善という評価がある(33)。また，裁判例でこう

した配慮義務が認められてきたのは，労働契
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目標にとっても，重要であると考えられる。

人員配置の決定にあたり，障害者の職務内容

の変更の希望を優先的に実現することは，差

別解消のための積極的是正措置として，位置

づけることは可能ではないだろうか。

3　他の政策との関係

　現行の障害者雇用促進法は，雇用差別禁止

法の側面を有する。その内容として，合理的

配慮提供義務や片面的差別禁止が制度化され

た。この2つは，障害者の職場進出を阻むの

は，障害そのものよりは，非障害者を基準に

形成された社会構造によって生じる障壁もあ

ること(37)を考慮して盛り込まれた制度であ

る。すでに指摘されているように，ある属性

が雇用慣行とあいまって就業を阻むという現

象は障害以外の属性でも発生するが，それら

は障害者とは何か違うのだろうか。自立でき

る高い処遇を受けるためには，「本人が健康

で家族責任を負わず，無制限に使用者の求め

に応じることができる労働者」であることを

要求される慣行の下で，排除されがちな属性

と比較し（1），またこうした人々全体を対象

とする法政策との関係を検討する（2）。

（1） 障害以外の参入障壁のある者に対す

る規定の性質

①　性差別

　特定の性別であることを理由として不利益

に取り扱うことは，労働法の中で最も古くか

ら禁止される差別類型である。労働基準法4

条による女性に対する賃金差別の禁止に始ま

り，賃金以外の女性差別に対する公序法理を

用いた裁判例の取り組みを経て，男女雇用機

が尽きた時，雇用関係が終了することになる

であろうが，後者の場合，たとえば職務能力

が改善し，もう少し難しい仕事や違う仕事に

も挑戦したい希望した場合はどうなるだろう

か。これまでの議論でも，いわゆる「障害者

枠」の一般就労で採用された障害者について，

差別的な状況を解消する等の観点から，一般

枠での就労への転換の機会を付与することな

どが提案されている。しかし，コースをまた

ぐほどではない職務変更の希望や，もともと

そのようなコース別採用が存在しない企業の

場合は，どう扱えばよいのだろうか。

　合理的配慮指針を素直に読めば，障害を持

つ者が能力発揮の支障と「なっている」事情，

つまり現在の職場での能力発揮の阻害要因に

配慮するもので，希望する仕事に配置転換す

ることまでは含まれないと考えられる。差別

禁止指針における配置や職種変更の規定も，

おそらしているのく労働者からの申し出から

検討が始まるものを想定しておらず，使用者

が配置する労働者を決定するにあたって障害

者を不利に扱ったり，障害者に不利な結果を

甘受させたりしないことを求めるものである

と考えられる。もともと，日本の雇用慣行で

は，職務は使用者が一方的に決定することが

多く，労働者の職業人生の設計や職務能力の

習得について，使用者が何か具体的な義務を

負ったり，労働者に権利が保障されることは

基本的になかった。キャリア権の議論(36)は

学説上は一定の支持を得，政策にも影響を与

えているとしても，労働者の権利としてはい

まだ確立したとはいいがたい。しかし，能力

の向上に応じて次のステップに進む機会は，

個々の障害者にとっても，障害者の多様な職

域への進出や差別の解消といった社会全体の



● 研究ノート

（ 68 ）

③　育児介護中の労働者

　育児・介護休業法は，男女問わず育児・介

護という家庭責任を担う労働者に対し，休業

や短時間勤務，時間外労働の免除などを請求

する権利を付与するものであり，こうした法

の認めた権利を行使したことを理由に不利益

な取り扱いをすることが禁止される。育児・

介護は，労働者自身の選択の結果の属性であ

る点で，性別や年齢，障害といった属性のと

は異なる。一方，家庭責任を担う者という属

性と，ほとんどの企業では特定の働き方を継

続できなければ正社員でいられないという社

会構造によって困難が生じている。育児・介

護休業法が労働者に与える権利は，社会構造

の影響を縮減する側面があるといえる。

④　本人の疾病治療

　がんや脳・心臓疾患，あるいは精神疾患と

いった疾病の治療を要する者の就業継続は，

現時点では法律上固有の保護は与えられてお

らず，特別な差別禁止規定もない。ただし，

厚生労働省によるガイドライン(38)が定めら

れ，使用者には労働者の症状に応じた職務軽

減などの配慮が要請されている。疾病の発症

は，本人のこれまでの生活習慣なども要因に

はなりうるものの，本人の意思で選択した属

性ではない点は性別や年齢と同様である。ま

た，「妻付き男性モデル」が前提の社会構造

の中で，就労継続に困難を抱える点は，育児

介護中の労働者と同様である。障害者雇用促

進法上の身体障害や精神障害に該当する場合

は，同法に基づき合理的配慮を求めることが

できる。

　女性，育児介護者，高齢者などの属性にお

いては，職業能力は一定以上の水準にあると

会均等法によって雇用における性差別全般が

明文で禁止されるに至った。性別と職務能力

の間には多くの職種において関連性がなく，

職務への適性は個人の能力次第である。それ

にもかかわらず，性別という本人にはどうし

ようもない属性を理由に採用や配置，雇用期

間などで不利に取扱うことは不当な取扱い，

つまり差別であると認識される。

②　年齢差別

　雇用対策法10条は，「労働者がその有する

能力を有効に発揮するために必要であると認

められるときとして厚生労働省令で定めると

きは，労働者の募集及び採用について，厚生

労働省令で定めるところにより，その年齢に

かかわりなく均等な機会を与えなければなら

ない」と定め，募集・採用段階における年齢

に基づく差別が禁止されている。年齢と職業

能力は必ずしも連動せず，同じ年齢でも個人

差が大きく，正確な職務能力の指標にはなら

ない。年齢を理由に募集・採用から排除する

ことの禁止は，職務能力と本来関係ない生来

的属性によって，個人の生き方の自由を侵害

することを禁止することであり，この点は性

差別と同様である。また高齢者とか若年者と

いった特定の年齢層に限定した，片面的な差

別禁止規定ではないことも共通する。ただし，

関連法令も含めた全体を見ると，高年齢者雇

用安定法20条が募集・採用の対象を65歳未

満に限定する場合は求職者に理由を開示する

ことを求めるなど，どちらかというと高齢者

に着目する傾向が強い。使用者には，雇用す

る高齢者に対し，職業能力の開発・向上や作

業施設の改善などを行う努力義務が課せられ

ている（同4条）。
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方ができることや，性や年齢などにかかわら

ず，誰もが自らの意欲と能力を持って様々な

働き方や生き方に挑戦できる機会が提供され

ること，個人の置かれた状況に応じて多様で

柔軟な働き方が選択でき，しかも公正な処遇

が確保されることなどが挙げられている。つ

まり，ワーク・ライフ・バランスの推進は，

一般論としては，すべての国民を対象として，

就労による経済的自立や，多様な働き方，公

正処遇を目指すものである。

　育児・介護等を担う（主に女性の）労働者

の就業支援や非正規労働者の公正処遇や経済

的地位の向上の文脈で語られることが多い

が，障害者も，ワーク・ライフ・バランス政

策の対象者である。本人が望む就労形態で働

いたり，本人が望めば就業による経済的自立

に向けての支援が受けられなければならない

し，就業にあたっては公正に処遇されなけれ

ばならない。2（1）（2）で述べた障害者雇用

促進法と障害者総合支援法による就職支援

は，一般企業等での就労とそれによる経済的

自立を望む障害者のワーク・ライフ・バラン

スを保障する要といってもよいだろう。それ

では，雇用以外の働き方を望む障害者のワー

ク・ライフ・バランスはどうなのだろうか。

ワーク・ライフ・バランスの理念の下では，

「雇用労働をしない」という選択も尊重され

る。障害者であれ障害者でない者であれ，雇

用労働を選択しない意思は尊重されなければ

ならない。しかし，雇用労働でない道を選ん

だ障害者は，雇用労働を選んだ障害者と支援

の必要は違うのだろうか。

仮定しやすく，就業を阻む要素やニーズなど

にある程度共通項が見いだせる（と思われて

いる）し，差別か否かの一般的な判断基準を

設定しやすい。これに対し，障害という属性

は労働能力との関連性が強く，身体障害，知

的障害，精神障害や発達障害など多様性があ

り，同じ診断名でも具体的な症状や程度は

個々に無視できないほど異なっており，差別

かどうかはケースバイケースとしかいいよう

がない。しかし，こうした細部ではなく，そ

の方向性に着目すると，障害は本人に責任の

ない属性であるという点では，性別や年齢，

疾病と同様である。また，「本人が健康で家

族責任を負わず，無制限に使用者の求めに応

じることができる労働者」でないために，就

職や就業継続が困難であるという，社会構造

的な要素や，雇用の場から排除されないため

に合理的配慮を要することは，本人が治療中

の労働者や育児介護を負担する労働者，妊娠

中，出産を控えた女性労働者と共通である。

その点では，障害者差別禁止は特殊な枠組み

ではない(39)。

（2） ワーク・ライフ・バランスと障害者

の就労

　ところで，従来の雇用慣行が雇用への参入

障壁となる人々を対象とする政策には，ワー

ク・ライフ・バランスの推進も含まれる。ワー

ク・ライフ・バランスとは「国民一人ひとり

がやりがいや充実感を持ちながら働き，仕事

上の責任を果たすとともに，家庭や地域生活

などにおいても，子育て期，中高年期といっ

た人生の各段階に応じて多様な生き方が選

択・実現できる」こと(40)と定義され，具体

的な内容としては，経済的に自立可能な働き
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金を支払われている」といえなければ，労働

関係法令による保護を受けることはできな

い。個人事業主は，業務遂行や受注の実態な

どの面で真に独立の事業主といえる状態にあ

る限り，そもそも労働法による保護の必要は

小さい。また，かつての外国人研修生のよう

に制度上「雇用契約関係ではない」とされる

ものも存在した。

　この労働者か非労働者かという二分論は，

働く障害者には雇用か福祉かという二分論と

なって現れる。労働者性が確実に認められる

のは，一般企業で就労する者と就労継続支援

A型事業所で作業に従事する者である。両者

は，労働時間の上限や休憩・休日，最低賃金

規制，安全衛生と労災補償といったフルセッ

トの保護を受けることができる。一方，就労

継続支援B型事業所での働く障害者，および

就労移行支援を受けている障害者は，福祉

サービスの利用者であって各事業者とは雇用

契約関係にないことになっている(42)。就労継

続支援は，制度上，A型とB型で一般就労へ

の移行を指向する程度に差があることになっ

ているが，A型から一般就労への移行率もあ

まり高くなく，現実には両者とも専ら就労の

場としての役割を担っている。通所者に高い

工賃を支払う体力がある事業所しか就労継続

支援A型事業所にはなれない(43)ことからも，

所属する事業所の種類という，障害者の能力

や働きぶりと無関係な事由によって，労働法

による保護が一切与えられないことの問題点

が指摘されている(44)。しかし，一方で単純に

労働基準法や最低賃金法を一律に福祉的就労

の事業者に適用すると，法令遵守の負担に耐

えられない事業者が撤退し，障害者の就労機

会が奪われるという，本来の目的に逆行する

4  雇用以外で働く障害者への保護の
あり方

　障害者の働き方には，一般企業等での就労

だけでなく，一般就労への移行訓練，就労継

続支援事業所等での作業従事，自営業者とし

ての就業など，様々な形態がある。一般企業

等で働く障害者は増加しているが，一般就労

に移行していない障害者も少なからず存在

し，そうした障害者に収入，就労を通じた生

きがいや社会とのつながり，居場所を提供す

る場の必要性がなくなることはなく，その場

の安全性や質も重要な問題である。

　雇用でない障害者の働き方の代表例であ

る，就労移行支援事業や就労継続支援事業に

おける作業には，2（1）で述べたように，「訓

練」という性格が付与されている。しかし，

これらの福祉的就労は，一般就労への移行率

や長期間通所する利用者の多さを考えると，

訓練と呼ぶには違和感のある実態(41)がある。

雇用労働者でも訓練生でもない就労者に対

し，どのような保護をなすべきかは以前から

検討が行われてきた。一方，個人事業主とし

て就労する者については，障害者の就労促進

政策上，ほとんど考慮がされていない。

（1）労働法の福祉的就労への労働法の適用

　日本の労働関係法令は，労働者であれば労

働基準法や最低賃金法をはじめとする労働者

保護法令による保護を受け，労働者でなけれ

ば一部の例外を除き，一切の保護が受けられ

ない構造になっている。個人事業主やイン

ターンシップなど研修中の学生，有償ボラン

ティアは，役務提供先との関係の実態が「事

業に使用」され，その労働の対価として「賃



障害者の就労促進の課題 ●

（ 71 ）

については，障害者差別は非選択的属性に基

づいて異なる取り扱いをすることは個人の尊

厳を損なうものであるという意味において，

障害者差別禁止は公序の一部をなし，合理的

配慮の提供義務自体は否定されず，いかなる

場面でも免れないとする批判がある(48)。この

考え方は，福祉的就労ではなく，個人事業主

として就労する障害者とその取引先たる事業

者との関係にもあてはまる。その一方で，障

害者差別解消法上の差別禁止規定は，障害者

雇用促進法と同様に，障害者とそうでない者

との差別の禁止であるが，福祉的就労には基

本的に障害者しかいないのであり，工賃の低

さなどの課題にはほとんど意味をなさない。

　上述のように，日本の労働保護法令は，障

害の有無に関係なく，労働者かそうでないか

で大きな保護の差が存在する。福祉的就労の

問題というよりは，就業者全体のルール作り

の問題であるかもしれない。ただし，障害者

の場合はその影響を最も鮮明に受けることは

確かであり，他の属性の就業者より先行して

整備される必要性もある。障害のある就労者

の保護は，障害のない就労者の保護にも影響

しうると考えられる。

5　結びに変えて

　本稿では，障害者雇用における差別禁止の

意味と課題，雇用でない就業における保護の

ありかたを概観した。障害者に対する雇用差

別は，他の政策課題に比して特殊な世界では

なく，また他と区別された世界ではない。こ

れまで参入障壁に阻まれて，その能力を生か

すことができなかった人々全体に通用する

ルール策定への踏切板でもあると考えられ

結果が生じる懸念がある(45)。

　こうしたジレンマを解消するため，福祉的

就労に従事する障害者に対しては，労働保護

法令のうち雇用労働者に限らず就業者全体に

共通すると考えられる利益を保護する性質を

もつ規定のみを部分的に適用する，あるいは

労働保護法令の内容に準じた別の法規範を新

たに作成して適用するなどの方法が提唱され

ている。たとえば，雇入れ時の労働条件明示

義務や，安全衛生，労働時間の規制(46)など

である(47)。一方，事業者の経済的負担が必然

的に発生する賃金・工賃の規制や労災保険へ

の加入義務の適用については，慎重を期する

意見が多い。前述のように事業者の負担が過

重になるおそれがあり，事業者で団体を作っ

て労災保険に加入するなど，技術的な工夫が

必要であるとされる。工賃規制については，

家内労働法上の工賃規制が参考にされる場合

がある。家内労働における工賃は，ある地域

に同一産業に属する一定数の家内労働者がい

る場合に設定され，その金額改訂にあたって

は，事業者・家内労働者双方の利益代表から

意見を聞く仕組みである。福祉的就労で行わ

れる作業は多様であり，またその従事者が常

に自分の利益を表明できるとは限らないた

め，福祉的就労の特徴に応じた利益代表者を

選定する仕組み作りが不可欠であろう。

　雇用労働に従事する障害者にはあり，そう

でない障害者にはない労働法上の保護には，

障害者雇用促進法に基づく差別禁止と，使用

者の合理的配慮提供義務も該当する。雇用労

働以外での就労の場合，障害者の役務提供先

たる民間事業者には，障害者差別解消法上の

差別禁止規定（8条1項）と合理的配慮提供

努力義務（8条2項）が適用される。この点
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注

⑴　妻付き男性モデルは，育児や介護等の家庭責任

（「妻」の機能）を自分以外の家族が担うことで，

仕事に無制限に労力を注ぐことができる労働者

が，企業の雇用管理上の標準モデルとなっている

という指摘である（竹信三恵子「ジェンダーとワー

クライフバランス」『労働の科学』66巻7号）。妻

付き男性モデルを前提にした雇用管理において

は，女性が男性と同様のキャリアを形成し，昇進

するには，「妻」の機能を母親などが担ってくれ

ることが不可欠になる。また，使用者からの様々

な命令（時間外労働，業務量の決定や勤務地の変

更など）にも無制限に対応できる労働者が標準モ

デルであることは，本人が健康であることが当然

の前提になっている。

⑵　2007年から2016年の変化で見ると民間企業に
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